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東三河沿岸域のリゾート開発問題
大坂 健
はじめに
わが国における沿岸域の社会的自然的環境は， 自然海岸の消失や海の汚
染，漁業の衰退，深刻な公害の発生などにみられるように，戦後高度経済成
長の開始以降，重化学工業の立地と港湾施設の整備を軸とした工業開発によ
って大きな影響を被ってきた。その後，公害反対の運動・世論とオイルショ
ック以降の産業構造の変化によって，石油化学・鉄鋼コンビナート企業の立
地を軸とした開発政策は頓挫するが， 1980年代半ば頃からの都市再開発やリ
ゾート開発などの「民活型」開発政策が展開されるに及んで，再び沿岸域の
開発が注目を集めるようになった。東三河沿岸域においては，これまで工業
を中心に開発が進められてきたが，総合保養地域整備法の成立を契機とする
全国的なリゾートブームの流れの中でリゾート開発にも力がそそがれようと
している。三河湾は，平均水深 9.2mの内湾であり，富栄養化による水質汚
濁が進みやすい海域である。すでに，これまでの沿岸域開発によって自然環
境は破壊されており， このリゾート開発はそれに拍車をかけることになろ
う。現在国土庁で総合保養地域整備法の運用の見直しが行なわれているが，
東三河沿岸域でもリゾート開発の再検討が必要のように思われる。 ここで
は，そのための手がかりを得るために，戦後における東三河沿岸域開発の流
れの中で現在のリゾート開発の位置を確認し，東三河沿岸域のリゾート開発
の特徴や問題を検討していきたい（図ー1参照）1)。
1)東三河沿岸域の開発問題を考察する場合，三河湾の集水域である豊川流城をもそ
の研究対象区城に含めなければならないが，ここでは，豊橋市，蒲郡市，御津町，
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I 戦後沿岸域開発とリゾート
東三河沿岸域においてリゾート開発が本格的に展開されるのは， 1980年代
の半ば頃からである。このリゾート開発の位置を明らかにするためには，戦
後の東三河沿岸域開発の流れをみておく必要があろう。
愛知県は，高度経済成長期を迎え，他の太平洋ベルト地帯の都府県がそう
であったように，重化学工業化の促進を企図した工業開発構想を打ち出す。
その最初の構想である「愛知県地方計画書」 (1958年12月）では，名古屋港周
辺の臨海工業地帯の形成に重点が置かれ，東三河地域については小規模で具
体性のない計画が描かれたにすぎなかった。この愛知県の東三河に対する周
辺的位置付けに対して，地元自治体や財界は，「これでは東三河は相変わらず
県勢の陽の当たらぬところとなってしまう，いよいよ自力で計画の推進を計
らなければいけないと痛感し」2), 官民合同機関の東三河産業開発連合会を設
立して開発構想を策定する。この構想は，鉄鋼•石油化学コンビナートの形
成を軸とした工業開発を前提として港湾施設整備と埋立地の造成(4,156ha) 
を実施しようとするもので，非常に大規模な開発を企図したものであった。
そして，東三河産業開発連合会や県，地元自治体は，この構想を掲げて新産
業都市指定運動や重要港湾指定運動をくりひろげ， 1964年5月に重要港湾の
指定を，同年7月には工業整備特別地域整備促進法によるエ特地域の指定を
実現する。これらの指定をうけて，愛知県では，企業局を設置して土木部で
実施していた用地造成事業を引き継ぎ，事業推進体制の整備を図る。かくし
て， 1975年までに臨海工業用地を 2,080ha造成するという三河港港湾計画
(1964年 7月）が策定され，埋立てのための漁業補償交渉が進められるので
ある。
田原町，渥美町，赤羽根町の沿岸域だけをとりあげている。なお，本稿は，中間報
告的なものであることをあらかじめお断わりしておきたい。
2)神野太郎「地域開発と連合会の歩み」東三河産業開発連合会編『工業整備特別地
域東三河開発計画の概要」 1964年4月， 17ペー ジ。
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漁業補償交渉の妥結後， 1968年に開発の実施機関として第三セククー・蛛
総合開発機構が設立され叫 第一期事業として企業局から埋立地の分譲をう
けて木材コンビナート建設事業が推進された。 1970年 5月の港湾計画改訂で
は，開発規模が拡大され，石油化学・鉄鋼コンビナートの立地を軸としたエ
業開発が明示されたのである（工業用地 3,768ha, 埠頭用地 223haの造
成，鉄鋼コンビナートヘ入港する大型鉄鋼運搬船に対応した水深 22mの航
路の整備，将来計画として三河港の中央に 1,220haのボートアイランドの
建設など）。
しかしながら，このコンビナートを軸とした港湾計画の改訂直後にその改
変を余儀なくさせる社会状況，つまり，公害反対の市民運動と世論の高揚と
いう状況がたちあらわれる。中京地域では， 「四日市公害」や新日本製鉄な
どによる東海市・名古屋南部地域の大気汚染公害など深刻な状況が明らかに
なり，石油化学・鉄鋼コンビナートの形成に反対する世論が強まる。東三河
地域でも，三菱レーヨン自家火力発電機設置反対運動を進めた「公害から命
と健康をまもる石巻，牛川住民の会」 (1971年 6月発足），公害防止宣言都市
の請願などの活動を行なった「田原町公害対策協議会」 (1971年12月発足），
渥美半島立馬岬に立地した中部電力火力発電所の増設反対運動を展開した
「渥美の公害勉強会」などの市民運動が生まれている4)。 このような状況を
背景に，地元自治体や財界は， 「東三河臨海部への工業配置は公害のない企
業を選んでほしい」5)' 「従来の〔コンビナート形成）の考え方を細部にわた
って再検討する時期にある」6)などと， コンビナート企業の立地を断念する
ようになる。
3)当初払込み資本金12億5,000万円。自治体（県・ 4市8町）が1億9,500万円を，
民間企業 (150社）が1暉訪，500万円を出資。
4)高橋正「東三河開発計画と公害予防運動」日本科学者会議愛知支部公害研究委員
会編「愛知の公害研究』 1972年5月， 192ペー ジ。
5) 「東愛知新聞」 1970年9月16日。
6)神野太郎東三河開発懇話会代表幹事の年頭所感（『懇話会だより」第25号， 1976年
1月15日）。
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だが，このことは，公害企業の立地の断念であって，決して大規模開発そ
れ自体の断念ではなかった。事実， 「列島改造プーム」を背景に，三河湾の
埋立地に流通・工業機能をも備えた25万人都市を建設しようとする東三河開
発懇話会代表幹事の構想りゃ，御津・大塚地区の埋立地 (1,OOOha) にレジ
ャー基地・軽工業基地をもつ 8万人のニュータウンを建設しようとする県企
業局の構想8)などが提案されている。 しかし，これらの構想は，この年の秋
に発生したオイルショックによって打ち砕かれることになる。
その影響は造成地の未売却となってあらわれた。 1977年3月末において企
業局の造成地面積 (1,334ha) のうち処分された面積は 913haにすぎず，
31.5%もの土地が未処分の状況となった。そのため，用地造成のテンポが緩
められるとともに， 1980年には企業局の機構合理化として水道局との合併＝
企業庁の設置が行なわれた。木材コンビナート建設を進めていた昧総合開発
機構は， 1975年度決算では未売却によって 8億2,500万円の赤字（負債約120
億円）となり，経営危機に陥る。しかも，分譲された土地も景気後退で工場
の建設が遅れ，未利用地がかなりみられた。
このような状況を反映して， 1970年代半ば頃に県の沿岸域の開発方針は大
きく転換する。 1976年 3月策定の「愛知県地方計画」では， 「基本的にはこ
れまでのコンビナートを中心とする工業集積の大型港湾から，高度加工型及
び流通港湾的機能を高め，同時に多彩な利用方向を求めるものとする。／ま
た，これまでの港づくりは，地域住民とのかかわりが薄かったことから，今
後は『地域の港』『住民の港』 として， 地域住民に愛される港にしていく必
要がある。このため，公共ふ頭周辺に公園・緑地・スポーツ施設・文化施設
などの諸施設を整備するとともに，背後地から港へのアクセスの強化を図る
など，海や港への関心を高める方策を積極的に講じ，東三河をはじめ，西遠
・南信地方の開かれた海の玄関として整備していくものとする」9)とされた。
7) 『東海日日新聞J1973年1月3日。
8) 「東愛知新聞」 1973年2月19日。
9)愛知県地方計画委員会編『愛知県地方計画1976~1985」1976年3月， 311ペー ジ。
24(260) 第 37 巻 第 3•4号合併号
これをうけて， 1978年の港湾計画の改訂では，工業用地のみならずレクリェ
ーション用地など多様な土地利用の方向が提示されるとともに，港湾施設整
備（豊橋航路水深12m)と用地造成 (753ha)を縮小するように大幅な修正
が行なわれるのである。
リゾート開発との関係で注目されるのは，この港湾計画において「レクリ
ェーション需要の増大に対応して， マリーナを整備する」10)という基本方針
にもとづき，大塚地区一―—同地区の埋立地の土地利用計画は， 住宅 (35ha)
や都市再開発 (22ha), 工業用地 (20ha)が中心―の一角にマリーナ
(3ha)を整備することがうたわれ，また，将来計画として大塚地区の西端
に保養施設用地が描かれたことである。 これは， 「愛知県観光レクリェーシ
ョン開発基本構想」 (1975年 3月）での「大塚，御津先の埋立地の一部を観
光レクリェーション的に利用することを検討する」11)という指摘などの具体
化とみられる。だが，大塚地区の埋立はその後も埋立地の未売却状況が続い
たため一部しか実施されず，マリーナは建設されなかった。
1986年12月には港湾計画が改訂されるが，その最も大きな特徴はリゾート
開発の位置づけが大きくなったことといってよい。県は，改訂前に大塚地区
にヨットハーバーや陸上スポーツ施設，ホテル・ペンション・保養所，海水
浴場などを整備しようとする「海の軽井沢構想」と，蒲郡地区の竹島埠頭周
辺を観光レクリェーションの拠点として整備するという構想を策定し，これ
らの構想を改訂計画に盛り込む。改訂計画（資料）では， 「海洋性レクリェ
ーション基地としてハーバーコミュニティ，海浜レクリェーション，スポー
ップラザ，シーサイドビジレッジを一体的に大塚地区に計画する」12)として，
マリーナ施設 (800隻収容）と一体となったレクリェーション基地 (36.2ha) 
を整備すること，また，蒲郡地区に関しては水族館，海の博物館などの土地
10)三河港港湾管理者『三河港港湾計画書一改訂ー」 1978年3月， 2ペー ジ。
11)愛知県「愛知県観光レクリエーション開発基本構想」 1975年3月， 84ペー ジ。
12)三河港港湾管理者「三河港港計画資料（その1)一改訂ー 」 1986年12月， 163ペ
ジー。
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利用 (8.6ha)やフェリー埠頭 (118m)の整備などが明示されている。とは
いえ，改訂計画では，土地利用計画からみれば，全体の38彩に相当する 233ha
が工業用地に利用することがうたわれており，工業優先の性格は依然として
貫かれていることに注意しておきたい（表ー1,図ー2参照）。
この段階においては，まだ大規模な「民活型」リゾート開発は構想されて
おらず，港湾計画改訂後にたちあらわれるようになる。それは，総合保養地
域整備法の成立によって惹起した全国的なリゾートプームの下で， 「三河湾
リゾート整備計画調査報告書」 (1988年 3月）， 「三河港ポートルネッサンス
21調査報告書」 (1988年 3月），「田原海岸総合整備調査報告書」 (1987年 3
月）， 「蒲郡大塚地区リゾート開発計画調査報告書」 (1989年10月）などの調
表ー1 土地造成及び土地利用計画 （単位： ha) 
ふ 港 工 都 都 レ施 緑 そ 交
湾 市 市 ク の 通 ム口
頭 関 業 再 機
リ設
他 機開 工
用 連 用 発 能 シI用 の 能
用 用 用 ョ 緑 用 計
地 地 地 地 地 ン地 地 地 地
: : (1 . (~ ↓ I . l4 I I (li . . I~~ 
大地 塚区 I 40 55 28 I 8 9 141 
地御 津区I4 I 33 聞42 '21 I (1) I I U9) 6 6 91 
神野I (5) I I 39 19 (5) 地区 59 5 151 46 319 
田原
U1S) 6 I U10 Ol (4 ) I (2 ) (9 ) (349) 0 
地区
合計 U6lI UBl I U7) I I (5) I (4) I I (9) 闘
82 56 233 46 74 28 56 9 34 618 
（資料） 三河港港湾管理者『三河港港湾計画書一改訂ー」 1986年12月より。
（注） （ ）内は土地造成を伴わない土地利用計画で，内数である。
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査によって，各地のリゾート構想が策定されていく。 1991年 3月には「三河
湾地域リゾート整備構想」が国により承認され，重点整備地区として6箇所
の地区が指定された（表ー2,図ー3参照）。
リゾート開発は工業開発とともに沿岸域開発の大きな柱となっ
た。それは開発対象地域の拡大をも意味する。渥美の火力発電所の立地など
の開発を除けば，従来の沿岸域開発は港湾区域内に限られていたが，
ト開発にともなって開発対象地域が田原海岸地区や伊良湖地区，遠州灘側の
こうして，
リゾー
表浜地区などにも拡大した。それにともなって開発の影響も広範囲に及ぶこ
とになろう。東三河沿岸域開発は新しい段階を迎えつつあるといってよい。
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表ー2 重点整備地区の状況
地 区 名 I市町名 l面積 (ha)
南知多地区 南知多町
1,079 
（海洋レジャーゾーン） 美浜町
一色•吉良・幡豆地区 一色良 町
1,042 
（ファミリー・レクリエーションゾーン） 吉幡豆町
※蒲郡・御津地区
豊蒲御 橋郡津 市町 1,462 
（マリンスボーツ・温泉保養型交流ゾーン）
※豊橋表浜地区 豊橋市
1,080 
（リサーチ＆リゾートゾーン）
※田原海岸地区 田原町
1,082 
（コースタルリゾートゾーン）
※伊良湖地区 渥美町
2,357 
（スボーツ＆リフレッシュゾーン）
（資料） 愛知県『三河湾地域リゾート整備構想」 1991年3月より。
（注） ※は東三河地域。
図ー3 重点整備地区の圏城図
（資料） 『月報東三河」第259号より。
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Il リゾート開発の特徴
では，各地のリゾート開発はどのような特徴をもっているのであろうか。
まず，簡単に各地区の主要な開発構想についてみておこう。
(a)蒲郡大塚地区リゾート開発構想（海の軽井沢構想）。 この構想は， 現在
建設中の市のスボーツ施設， 県のマリーナ施設の東側を第三セクターで約
120ha埋立ててリゾートホテル，店舗，会員制リゾートクラブ， リゾートマ
ンション，別荘，法人向ゲストハウス，ウォータースボーッパーク，芸術セ
ンター （コンサートホール，アートミュジアム等）， マリーナなどを整備し
てリゾート基地を建設しようとするものである。県と市の開発部分を含める
と開発総面積は 142.8hに及ぶ。第三セクター関連の事業費は2,400億円に
達する（うち第三セクター 1,700億円，ホテル・法人向ゲストハウスなどを
担当する民間会社700億円）。エ期は1993年度から2003年度を予定。 1993年 3
月港湾計画の一部修正， 1994年 3月公有水面埋立願書申請をめどに，現在環
境アセスメントを実施中である。
(b)三河港ポートルネッサンス 21構想。「三河港ポートルネッサンス21調査
報告書」 (1988年 3月） による開発構想。蒲郡港の整備にともなって利用頻
度が低下しその再生が期待されていた蒲郡地区の竹島埠頭周辺を，隣接する
蒲郡駅南側周辺と一体的に整備し港湾地区の活性化を図ろうとする構想であ
る。開発区域は，東港とその周辺地域を埋め立てて水族館，海の科学館，シ
ーフードレストラン，海獣ショープール，駐車場などを整備する「マリンパ
ークゾーン」（埋め立て面積 8.4ha), 野外彫刻広場， ヒ゜ クニック広場， レ
クリスポーツコートなどを設ける「カルチャーゾーン」， 観光船等のターミ
ナル，ターミナルビル，コンベンションセンター，イベント広場，ヘリポー
トなどを設置する「アーバンポートコンプレックスゾーン」に分けられてい
る。「マリンパークゾーン」と「カルチャーゾーン」の整備は第一期事業と
して， 「アーバンポートコンプレックスゾーン」の整備は第二期事業として
蒲郡駅南再開発事業と並行して実施する。総事業費は約250億円で， 1999年
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の完成予定。 1991年8月から三年計画で新東港の築堤工事に入っている。
(c)田原海岸総合整備構想。現在実施されている第一期事業は，建設省の海
岸環境整備事業に採択された白谷から仁崎の 2kmのうち，白谷地区の海岸
（海岸線から沖へ 200m, 延長 625m, 面積 12ha)を第三セククーで埋立
て，東側半分にはスポーツ施設を配した公園を，西側半分にはホテルとリゾ
ートセンターを建設し，人工海浜を整備するという計画である。事業費は，
約90億円（埋立ー第三セククー30億円，人工海浜一県30億円，施設関係―町
5億円，民間25億円）。 1991年12月に埋立に着工している。この他，姫島漁
港・馬草港にマリーナ，後背地にゴルフ場や農業公園，別荘などの開発が計
画されている。
(d)豊橋表浜リゾート開発構想。遠州灘側の表浜海岸から内陸部に 150~
200m入った地域約 750haを対象に「カルチャーリゾートゾーン」「レクリ
ェーションリゾートゾーン」「スポーツリゾートゾーン」の 3地区に分けて
整備しようという構想である。先行的に事業着手していくとされた「レクリ
ェーションリゾートゾーン」 (310ha)については，「レクリェーションリゾ
ートゾーン整備計画報告書」 (1992年3月）において，中世ドイツ城郭都市
エリア (14.2ha), 農業公園エリア (31.6ha), クアリゾートエリア (26.9
ha), 居住・滞在エリア(20.2ha), 研修エリア(5.5ha), 高塚緑地(24.7ha) 
として整備する計画が提示された。このうち中世ドイツ城郭都市と農業公園
（ドイツの農産物の加工，販売など）はドイツ村を構成する。高塚緑地と農
業公園は公共部門（約 7彩）が担当し，他の施設は「民活」で建設するとさ
れているが，第三セククー，民間企業などの事業分担については未定となっ
ている。「レクリェーションリゾートゾーン」全体の建設事業費は1,170億円
（用地費を除く）。
(e)渥美町リゾート開発構想。「湿美地域におけるリゾート開発とまちづく
り」 (1989年 3月）において，町を4つの地区に分けてリゾート開発を行う構
想を提示している。「伊良湖岬ゾーン」ではフェリーターミナル，ョット
ハーバー，海浜公園，バード・サンクチュアリなどを， 「渥美ロングビーチ
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ゾーン」では大規模な海水浴場，銀光牧場，農産物加工工場などを，「渥美健
康リゾートゾーン」では大山の展望施設，別荘地，ゴルフ場，「渥美花の村」
（名鉄グループ系， 会員制リゾート施設，敷地約 20ha)などを，「渥美ベイ
ゾーン」ではリゾートマンション マリー ナ， リ・ノ トホプルなどを整備す
る。「渥美花の村」以外はあまり事業化されていない状況にある。
以上， 「三河湾地域リゾート整備構想」の重点整備地区として指定された
地域のリゾート開発構想を中心にみてきたが，この他に周辺地域では民間企
業の手によってゴルフ場やマリーナなどの開発がすすめられている (1992年
10月現在，東三河沿岸域の既設ゴルフ場 1,造成中 1,事前協議了承済で法
令手続中 2)。
これらのリゾート開発の特徴として，まず第一に， 「民活」方式を採用し
ていることをあげることができよう。 1987年 6月制定の総合保養地域整備法
は，民間企業の進出を前提とした開発を予定し，税制上の優遇措置や政府系
金融機関の低利融資 •NTT 無利子融資，開発規制の緩和などの，民間企業
•第三セクターヘの支援措置によってリゾート開発を促進させることを企図
している。田原海岸地区の場合，埋立造成事業（約30億円）のために民間都市
開発推進機構をつうじて NTT無利子資金(3億7,000万円）の融資を得てい
る（残りの資金は東海銀行からの融資）。 1991年 3月には同法にもとづく「三
河湾地域リゾート整備構想」が承認されたが，重点整備地区として指定され
た6地区のうち 4地区が東三河沿岸域に位置する。この他，関係各省庁は独
自に「民活型」リゾート開発を促進する制度を設けている。蒲郡地区の竹島
埠頭周辺は，港湾の再開発整備の拠点となる地区の整備を「民活」ですすめ
ようとする運輸省のポートルネッサンス21の対象地区に，また，田原海岸地
区は，海岸・公園・道路・下水道などの補助金を重点的に配分して「民活」
で海岸のリゾート開発を促進しようとする建設省のコースタル・コミュニテ
ィ・ゾーン計画の対象地区に認定されている。
また，沿岸域のリゾート開発に関連して規制緩和措置がとられている。東
三河沿岸域はかなりの地域が三河湾国定公園と渥美半島県立自然公園の区域
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（資料） 農地林務部調べ。
臨海部の開発とともに後背地を別荘やゴルフ
場などの開発を行なおうとすれば，開発予定地はほとんど区域指定に抵触す
となっている （図ー 4参照）。
るため， 自然公園法の区域指定の解除や規制の緩やかな普通地域へのランク
下げが必要となる。蒲郡市では，行政区域の約 1/3が自然公園区域となって
いるが， 1990年 9月に 36haを公園区域から削除し， 74. 5haに及ぶランク
下げが行なわれた（表ー3参照）。田原海岸地区のリゾート開発についても，
後背地に別荘開発を予定しており，今後，指定解除やランク下げが予想され
る。なお，
6月に提出されている。
同地区に計画されているゴルフ場の林地開発許可申請書が1992年
第二に，第三セクターヘの参加企業が大企業だということである。現在設
立されているのは 2社，蒲郡海洋開発蛛 (1991年11月設立，資本金4億8,000
万円）と田原リゾート開発誅 (1991年 1月設立，資本金5,000万円）である。
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表ー 8 蒲郡市域の国定公園区域変更状況 （単位： ha) 
現況面積
変更面積
削除ランク下げ
変更後面積
特別保護地区 1.1 ゜ ゜ 1.1 第1種特別地城 6.8 ゜ 6.5 0.3 第2種特別地城 314.9 10.0 40.0 271. 4 
第3種特別地域 1,435.1 10. 0 28.0 1,397.1 
普通地域 16. 0 16.0 68.0 
A ロ 計 1,773.9 36.0 74.5 I 1,737.9 
（資料） 蒲郡市資料。
（注） 199哨三9月変更。
前者の出資団体は，県 (26%),蒲郡市 (25彩），トヨタ自動車， JR東海（以
上8%),大林組，国土計画， 東海銀行， 日本電装，野村不動産， ヤマハ発
動機（以上5彩），蒲郡信用金庫 (3彩）となっている。後者の出資団体は，
田原町 (50.5%), 伊豆箱根鉄道 (4.5彩），小野田セメント（以下 5%),東
海銀行，豊橋鉄道， トヨタ自動車， トヨタ通商，名古屋鉄道，三菱総合研究
所，ヤマハ発動機，渥美銀光開発となっている。両第三セクターに共通して
いるのは，レジャー資本（鉄道会社・不動産会社など）と銀行資本とレジャ
ー産業への進出を企図するトヨタ自動車の結合がみられることである。 トヨ
ク自動車の参加は小型のアルミ製ボートを三井造船と共同開発中のトヨタ自
動車が事業多角化戦略にもとづきレジャー産業に本格的に乗り出したものと
みられている13)。蒲郡海洋開発棘の社長に元トヨク自動車専務が就任してい
るのもこれと無関係ではないだろう。レジャー資本は，第三セククーを拠点
に周辺の開発に力をいれることができ，銀行資本は融資先を確保でき， トヨ
ク自動車はノウハウを蓄積してレジャー産業への進出の足掛かりを得ること
ができるという構図を描くのは早計であろうか。
第三の特徴は，事業分担において非収益部門を自治体，収益部門を第三セ
13) 「朝日新聞』 1991年1月22日。
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ククーと民間企業が分担しているということである。
とりわけ，埋立を第三セククーが担当している点が注目される。これは，
自治体がリゾート開発に必要な特殊な形状に埋立てして造成地を第三セクク
ーに分譲すること，つまり，身代わりの埋立てを公有水面埋立て免許の審査
において認めていないこととも関係している 14)。事業の分担関係が比較的明
確となっている大塚地区と田原海岸地区の場合を表ー4でみると，公共部門
はスポーツ施設・人工海浜などのオープン型の施設や基盤整備的な事業を，
民間は特別なサービスのノウハウを必要とするホテルなどを，第三セクター
は埋立造成や分譲施設・営業施設を担当するとされる。
大塚地区の場合には，第三セクターが大部分の事業を担っている。民間部
門の担当はリゾートホテル，法人向ゲストハウス，公共部門はすでに建設中
のスポーップラザ（市）とハーバーコミュニティ（県）と人工海浜（同）に
すぎない。この第三セクターの事業は，埋立造成をのぞけば，分譲型と施設
運営型に分けることができる。巨額の開発資金を借入で調達する第三セクタ
ーの経営は，マリンスボーツ施設やマリーナなどの施設運営型の事業ではど
うしても資金回収が長期になるために，資金回収を分譲や預託金によって行
なわなければ維持できないのである。このことがリゾートの内容と性格を大
きく規定することになる。
田原海岸地区の場合，埋立予定地の東側半分を町で購入しスポーツ施設を
配して公園を造り，西側半分に建設されるホテルとリゾートセンターについ
ては民間企業に委ねる予定であり，造成地は町と民間企業に売却される。現
段階においては，田原リゾート開発腕の中心的事業は埋立造成であるが，マ
リーナ建設や後背地に別荘開発などを予定しており，将来的には蒲郡海洋開
発棘のような性格の第三セクターになるように思われる。
14)公有水面埋立免許願書の内容審査におけるチェックボイントの一つとして， 「分
譲埋立ての場合，立地企業等の身代わり埋立てとなっていないか」という事項が示
されている（運輸省港湾局埋立研究会編「公有水面埋立実務便覧新訂版」日本港湾
協会， 199~7 月再版， 331ページ）。
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表ー4 事業主体の分担状況
事業主 体
施 設・事 業
公共 l三セク l民間 備 考
埋立造成 ゜ 事業費 301意円人工海浜 ゜ 事業費 30億円道 路 ゜公園・スボーツ施設 ゜リゾートセンター ゜ホ プ！レ ゜埋 立 造 成 ゜ホ テ 9レ ゜蒲 マ ケ ツ 卜 ゜郡 会員制リゾートクラブ ゜大 マ リ ナ ゜塚 マ ン シ ヨ ン ゜地 戸 建 別 荘 ゜区 集合別荘 0 リ 法人向ゲストハウス ゜ゾI ウャータースボーツバーク ゜ト 芸術セ ンタ ゜開 グリーンパーク ゜発 人 工 海 浜 ゜スボーップラザ ゜ （市）ハーバーコミュニティ ゜ （県）ヨットハーバー（資料） 蒲郡市，田原町資料， ヒヤリングより作成。
第四に，埋立てや人工海浜，マリーナなど臨海部だけでなく後背地の開発
をもともなっていることである。例えば，大塚地区では，後背地に住宅開発
やフラワーランドなどの施設整備などの構想がみられる。田原海岸地区で
は，前述の埋立てによる開発や姫島漁港・馬草港のマリーナ整備などの臨海
部開発とともに，陸地にゴルフ場や農業公園，別荘などの開発が予定されて
いる。また，伊良湖地区では，展望施設や，別荘地， リゾートマンション，
ゴルフ場，観光牧場などが計画されている。このようなマリン型と内陸型の
リゾート開発の結合は特にめずらしいことではない。しかし，沿岸域のリゾ
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ートの場合，陸地での開発が海への土砂の流出やゴルフ場・ホテル・レジャ
ー施設などからの排水による海の汚染などにみられるように，海域の生態系
に大きな影響を及ぽすことから内陸部の開発にも注目しておかねばならない
であろう。
Il リゾート開発の問題
次に，これらのリゾート開発の問題点をみておこう。
まず第一に，開発計画の策定過程やその実施過程において市民参加が保証
されていないという点をあげることができる。反対に，企業参加だけが何の
疑問もなく推進されていく。
港湾区域については港湾計画に埋立てや土地利用の計画が記載されていな
ければ開発は認められず，その点において港湾計画は沿岸域開発にとってき
わめて重要な位置を占める。この計画はほぽ10年毎に改訂される。 1986年12
月に改訂された現行の計画の策定過程をみると，原案策定過程において三河
港港湾整備基本計画調査研究会を設けて，地元自治体や港湾関係団体，地元
財界などの意見をとりいれている 15)が， 市民の声は求められることはなか
った。
個々のリゾート開発構想も企業参加だけが目につく。大塚地区の場合，
1986年の港湾計画の改訂直後からリゾート開発計画の見直し作業が県の要請
によって開始されている。その検討過程において「民活型」の大規模リゾー
ト構想の方向が打出され，民間企業7社と蒲郡市，県の参加する研究会から
1989年10月に大規模開発構想の試案が提案されたのである。この試案は，県
の修正要請をうけてミニゴルフ場の削除など一定の修正を経て，前述したよ
うな今日の開発構想となる。そして，途中から参加したトヨタ自動車ととも
に，構想策定メンバーで第三セクターが設立され，事業化が図られている。
また，田原海岸地区の場合は，県の河川課と町が中心となって建設省や東海
15) 「東愛知新聞』 1983年9月12日， 198砕三1月13日。
36(272) 第 37 巻 第 3•4~合併月
銀行も参加した「田原海岸総合整備調査委員会」が設けられ， 「田原海岸総
合整備調査報告書」 (1987年3月， 三菱総合研究所委託）でリゾート構想が
提案されている。ついで， 1987年に民間企業42社の参加をえて設立された渥
美半島海洋レクリェーション懇談会から「渥美半島海洋レクリェーション態
談会報告書」 (1988年8月）が提出され，そして， 1989年 1月に懇談会に参
加した中心的な民間企業9社と田原町とによる田原リゾート推進協議会の設
置，翌年 1月に田原リゾート開発勝の設立と続くのである。もちろん，両
自治体とも議会には開発の内容などを報告して了解を求めているものの，市
民に原案を公開して議論を経て策定はされていない。
計画策定過程への企業参加だけではなく，実施過程においてもそれは行な
われている。その受皿が第三セククーである。企業戦略をもつ巨大企業から
なる第三セクターの開発が環境など市民の生活条件を破壊しないという保証
はないのであって，市民や議会の恒常的な監視が必要になろう。この点でい
えば，第三セクターヘの市民や議会の関与に関する現行地方自治法は不備と
いわざるを得ない。法的には市民の関与は住民監査請求以外になく，また，
議会の関与は 1/2以上の出資団体から提出される事業計画・予算・決算など
経営状況の説明書類の審議や，議会の百条調査権による記録等の送付請求，
自治体予算に関連した審議に限定されている。蒲郡海洋開発棘の場合，公共
部門の出資比率は県26彩，市25彩であり，議会が第三セククーの経営状況の
説明書類を審査することはない（出資比率1/4以上であるため監査委員の監
査の対象にはなる）。
これまでのわが国の地域開発において，市民的監督や批判の欠如によって
いかに自然が破壊され人命・健康が害されてきたかという事例には事欠かな
い。開発に際しては，どのような立派な構想や計画であっても，このシステ
ムが組み込まれていなければ環境と人間の破壊を予防できないというのがこ
れまでの開発の歴史のなかで得た教訓ではないだろうか。
第二に， 「民活型」リゾート開発には公共性に欠ける事業が多いという問
題である。
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例えば，事業内容が比較的明らかとなっている大塚地区の場合についてみ
ておこう。 1988年10月に蒲郡市，県，民間企業 7社で設立された蒲郡大塚地
区リゾート開発研究会の報告書では，開発の基本方向として「わが国で最大
にして最高級かつ， 高度に複合化されたウォーターフロントリゾートの開
発」16)をうたい， カンヌやコートダジュール， パームビーチなどのような
「世界に通じるプレステージリゾートの創造」17)などをかかげている。 この
ような発想から高所得層や企業への分譲と利用を前提とした試案が策定され
るのは当然であろう （表ー 5参照）。 リゾートマンションの分譲価格は平均
8,000万円，別荘のそれは平均 2億5,700万円，法人向ゲストハウスの会員権
価格は 2億5,000万円（年会費1,032万円）となっている。これでわかるよう
に， 分譲・会員制施設は高所得者や大企業の社員しか利用できないのであ
る。この試案は，県の「将来的な利用効率や公共性に問題がある」18)という
意見により， ミニゴルフ場を削除して代わりに公開型のウォータースボーツ
パークエリアなどに修正されたものの， 分譲・会員制施設についてはあま
り修正されなかった。当初の案では， 分譲・会員制施設のエリアの面積は
81. lha, 全体の 59.9%を占めていたが， 修正後の原案では 74.2 ha, 全体
の52.0%と若干縮小されている（第三セクター担当部分の公開施設エリアの
比率22.1%)。しかし， 開発面積に占めるウエイトからいって， その高級志
向という開発方向は基本的に改められていないといってよいだろう。
このような事業が公共性をもち得ないのは明らかである。リゾートやレク
リェーションの享受を生活権の一部と把握するならば，公共部門がそのため
の施策を遂行することは当然のことであるが，その場合には少なくともサー
ビスの低廉性や公開性が担保される必要がある。国土庁に総合保養地域整備
研究会の「今後のリゾート整備のあり方について（中間とりまとめ）」 (1992
年 8月）においても， リゾートを「次世代の国民と国土のために蓄積すべき
16) 17)蒲郡大塚地区リゾート開発研究会『蒲郡大塚地区リゾート開発計画調査報告
書J1989年10月， 32ペー ジ。
18) 「東愛知新聞J1991年7月9日。
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表ー5 蒲郡大塚リゾート開発構想について （単位： ha) 
エリア名 試 案 原 案 施 設
ミニゴルフ場エリア 10.3 0 (ウォー ター スポー ツパー ク）
公共パーキングエリア 4.5 
ウォーターバークエリア 3.9 11.4 
人工海浜エリア 3.9 
リゾートマンションエリア 7.8 8.1 総戸数500戸
会員制リゾートクラプエリア 3.2 
9.0 客室200室
マリーナエリア 4.4 
プライベートハーバーエリア 6.5 0 (水域の為今回カウンHHう
フェステイバルマーケット 4.1 4.3 店舗数100店程度
リゾートホテルエリア 5.6 5.8 客室500室
個人向ゲストハウスエリア 11.0 6.9 (一部グリンバークヘ） 客室100室
別 荘 .:r. リ ア 54.7 ゜ 総戸数200戸リゾートヴィラエリア ゜ ヒ→ 23.2 総戸数464戸戸建別荘エリア ゜ 一29.1 総戸数200戸ラグーンエリア IO.I 9.9 
道 路 5.5 ゜（各エリアに含む）ウォー クー スポー ツバー クエリア 0 {ミニゴルフ場エリア） 11.3 
グリンパークエリア ゜ 4.6 スポーップラザエリア ゜ 5.9 （市施工中）ハーパーコミュニティエリア ゜ 8.7 （県施工中）計 135.5 142.8 
（資料） 蒲郡市より。
国民全体の共有財産として」19)捉え，「今後はこれに〔年に少なくとも 1回は
家族そろって 1週間程度滞在するライフスタイル）に対応できるような質の
高い多様な活動が可能で，かつ，適正な料金水準のリゾート施設（ファミリ
ーリゾート）整備を推進することが必要である」20)などと述べている。 この
点からすれば，特定の企業や個人が別荘地などの分譲をうけ利用する計画と
なっている開発を公共部門が先頭にたって推進してよいのか大いに疑義があ
19) 20)総合保養地域整備研究会「今後のリゾート整備のあり方について（中間とり
まとめ）」（要約） 199筑三8月。
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る。しかも，開発地域が公有水面であることを考えればなおさらこのことは
強調されてよい。自治体の政策理念の喪失状況がみられるのである。
蒲郡海洋開発昧，田原リゾート開発誅とも，公共部門の出資比率は50彩以
上となっている。これは事業の公共性を維持しようという動機からというよ
り，第三セクターが公有水面の埋立ての免許を得ようとする場合には公共部
門の出資比率が過半数でなければならないからに他ならない。公有水面埋立
法施行令において，埋立地を他人に譲渡しまたは他人に使用させることを主
たる目的とする埋立の事業主体については，地方公共団体のほか「土地ノ造
成及処分ノ業務ガ主タル目的ノータルコト」「国又ハ公共団体ノ出資ガ資本
金，基本金ノ他之二準ズルモノノニ分ノーヲ超ユルコト」（施行令第 7条）と
いう要件を備えた団体，つまり公共部門の出資が 1/2を超える第三セクター
と規定されているのである。この主旨は，「埋立てをめぐる利権化防止」21),
すなわち「国民共有の資産である公有水面から利潤追求を行なうという土地
政策上からも国民感情の面からも問題の多い事態」22)の防止にある。 この観
点から埋立て主体について一定の条件と厳しい公有水面埋立免許願書の内容
審査が設けられているのである。このチェックポイントの一つとして「埋立
ての動機となった土地利用に当該公有水面を廃止するに足る価値があると認
められるか」23)という事項が定められているが， この基準に基づけば大塚地
区の場合には明らかに公有水面を廃止する価値はなく，公有水面埋立は許可
されてはならないことになるのではなかろうか。
公共性の欠如は，投資資金の回収が長期になるために，資金回収を分譲や
預託金によって行なわなければ維持できない「民活型」リゾート開発の当然
の帰結といわねばならない。ここに第三セクターによるリゾート開発の限界
性，つまり事業の採算性と公共性との矛盾がある。「民活」で事業をすすめ
ようとすれば，事業の採算性から前述したような公共性を無視した事業内容
にならざるを得ないのであろう。
21) 22)石井正弘「公有水面埋立ての規制強化」『時の法令」第857号， 1ペー ジ。
23)運輸省港湾局埋立研究会編，前掲書， 331ペー ジ。
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第三に，環境への配慮が不十分であり，環境破壊を促進することが懸念さ
れることである。
三河湾の自然環境は，これまでの開発によって深刻な状況にある。渥美湾
（三河湾の東側）における赤潮の発生延べ日数は， 1979年度の135日 （発生
件数46)から1990年度の317日（同40) に増加し， 水質の汚濁によって恒常
的に赤潮が発生している。干潟は，神野地区や御津地区，大塚地区などの埋
立てによって， 1978年から1989年までに 176ha(現存干潟 2,083ha)減少し
ている。 1985年における三河湾（本土）の自然海岸は，わずか4.3彩にすぎ
ない。三河湾は， これまでの臨海工業用地の造成や， 沿岸域の都市化と畜
産24)などによってすでに十分破壊し尽くされているのであって，開発よりも
保全と自然の回復に力をいれる段階にきているといえよう 25)0 
環境への配慮が不十分なことはなおざりな環境アセスメントによくあらわ
れている。港湾法においては，環境アセスメントの規定は直接には定められ
てはいないものの，港湾計画が適合しなければならないとされる策定の基本
方針と計画基準において環境アセスメントが義務づけられている。しかし，
このアセスメントは市民に縦覧されることはなく，港湾審議会で検討される
にすぎない26)。しかも，その内容は，決して埋立による影響を的確に評価し
たものではない。 1986年策定の「三河港港湾計画資料（その 2)」をみると，
24)日比野雅俊氏は，三河湾集水城の栄養塩負荷量の主な発生源として生活排水とと
もに畜産排水をあげている（「三河湾集水域における地域変化と汚濁負荷」西條八
束編「内湾の環境科学上巻」培風館， 198峠三，参照）。
25)その際，干潟の浄化機能を改めて見直す必要があろう。渥美湾の場合これまで埋
立てられた干潟総面積約20km2の脱窒と生物蓄積による浄化力は日量約3トンであ
り，酸欠をなくすための窒素削減量約3トン（夏の窒素流入負荷量約8トン）と同量
の点からいって，埋立てがなければ赤潮と酸欠はなかった可能性が高いという指摘
があることに注目すべきである（松井康夫「内湾の自然環境と利用のあり方」『水
資源•環境研究』第 4 巻， 26ページ）。
26) 「港湾審議会にかける前に，関係省庁会議が開かれて，関係省庁会議の中でアセ
スメントが審査されるというのが実情となっている」（山村恒年「環境アセスメン
ト」有斐閣， 1980年， 35ペー ジ）。
東三河沿岸域のリゾー ト開発問題（大坂） (277)41 
大気，潮流，水質，底質，騒音・振動，悪臭，生態系，漁業，景観，鳥獣保
護，文化財等，レクリェーション等などについての影響評価が記載されてい
るが，浅海の環境浄化機能や魚類の繁殖地としての機能などの埋立てによる
消失が生態系や水質などにどのように影響を及ぼすかという観点からの評価
は全くみられない。例えば，藻場についていえば， 「本計画地造成により藻
場が一部消滅するが，その周辺に生息する海生生物は通常見られる種類が多
いこと等から本計画が海生生物に及ぽす影響は軽微なものと考えられる」27)
と，評価は生物の貴重性という観点から行われている。これでは，貴重な生
物が生息しない藻場は評価されないことになる。また，水質汚濁について
も，単に埋立地などの利用による汚染物質の流入についての評価であって，
埋立による海岸の水質浄化機能の消失に関する評価は行なわれてはいない。
これとは別に，埋立の際には公有水面埋立法による環境アセスメントが実
施される。すなわち，埋立免許の出願書に「環境保全に関し講ずる措置を記
載した図書」の添付が求められており，これには環境保全措置だけでなく埋
立に関する工事，埋立地の存在，埋立地の利用についての環境アセスメント
も記載することとされている。この出願関係図書は 3週間市民に縦覧され，
利害関係者や関係地元市町村等は意見を提出することができるとされてい
る。田原海岸地区の埋立ての場合， 埋立地の存在に係わる動物・植物の影
響について，「埋立地の存在にともなう水域の消失により， 田原町地先海域
の全ガラモ場面積の約 5彩が消失すると予測されるが，魚介類の保育場や餌
場としてのガラモ場の機能に与える影響は小さく， 環境保全目標の達成は
可能である」28)などと， 一応藻場機能の消失はうたっているものの環境目標
の達成を根拠に全く対応策が考慮されていない（埋立工事の実施や埋立地の
利用にともなう環境保全対策については記載されているが）。いずれのアセ
スメントの結論も「影響は軽微」となっている。これでは， 「事業計画を合
27)三河港港湾管理者「三河港港湾計画資料（その2)」1986年12月， 120ペー ジ。
28) 「白谷地先公有水面埋立免許願書•環境保全に関し講じる措置を記載した図書」
298-2ペー ジ。
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理化するために， 辻棲を合わせるように評価書が作成される」29)といわれて
も仕方がないであろう。このような環境アセスメントでは，埋立など開発に
よって失われた自然の機能を的確に評価し，事業の見直しや代替案の検討な
どを行なって自然を保全しようとする施策はでてこないであろう。なお，大
塚地区の場合には，埋立て規模が 50haを超えるので，閣議決定「環境影響
評価の実施について」 (1984年8月28日）と「愛知県環境影響評価要綱」に
基づく環境アセスメントの手続きがとられることになる（図ー5参照）。
おわりに
以上のような問題の多い「民活型」リゾート開発が推進されればますます
東三河沿岸域の自然環境は破壊されることになろう。しかも，沿岸域の開発
はこれだけではない。港湾計画改訂 (1995年）作業の開始を前に，地元自治
体や財界から人工島の建設や埋立地の拡大をもとめる構想が打ち出されてい
る。豊橋市の「豊橋ウォーターフロント計画」 (1991年3月）においては，
内貿・外貿ターミナル機能の拡大や臨海型産業機能の強化，海洋性レクリェ
ーション機能，エネルギー施設・琵棄物処理施設など都市機能の導入などの
空間を確保するために，人工島の造成（約 900ha)と埋立計画の拡張が，ま
た，東三河開発懇話会の「あすの三河港を造る・三河湾開発保全研究会報告
書」 (1991年11月）においては，環境や親水機能を回復する開発保全型のプ
ロジェクトとして人工島の成造 (200ha以上）が提案されているのである。
さらに， 1992年3月に発表された中部経済連合会の長期ビジョン「21世紀中
部の構図」（目標年次2025年）では，「〔三河湾には〕浚渫土を利用した大規模
な人工島が神野埠頭沖合に建設され，国際総合物流拠点を形成するとともに
総合的なエネルギー供給基地としての役割も果たし」30入さらに，臨空産業，
海浜型レジャー・リゾート施設，コンベンション施設，商業施設，高層住宅
なども整備されていると， 21世紀の三河湾の姿を描いている。
29)山村恒年「自然保護の法と戦略』有斐閣， 198吟'a, 330ぺ＿ジ。
30)中部経済連合会編「21世紀中部の構図」 1992年3月， 173ペー ジ。
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図ー5 愛知県環境影響評価要網の手続きの流れ
~ 
??
意見のとりまとめ
評価書の公告・縦覧
(l月間）
（資料） 愛知県「環境白書J平成2年版より。
このような大規模開発の提案は， 沿岸域を「開発余力を残す」31)地域とし
て認識していること，つまり，閉鎖性水域で浅い海域であるという水質汚濁
が進行しやすい三河湾の特質・環境の現況に対する認識が欠如していること
31)愛知県地方計画委員会「愛知県21世紀計画」 1989年6月， 73ペー ジ。
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ゃ，沿岸域を単に資本の活動や社会資本施設配置の空間としてしか把握して
いないことを如実に示すものといってよかろう。確かに，東三河開発懇話会
の提案においては「ヘドロ浚渫，覆砂等， 汚染源の除去による浄化」「人工
砂浜，その他ミチィゲーション技術による自然の回復」82), 「藻場や干潟育成
等による生物資源の回帰」「養浜， 浮棧橋等による釣り場や海水浴，潮干狩
空間の造成」88)など環境や親水機能の回復の方策をうたってはいるが，人工島
が基本的に担う機能は先端産業の工業用地や物流基地，都市再開発の代替用
地，廃棄物の受け入れ地，エネルギー基地，技術・産業・文化等の施設であ
って，その目的は新しい産業基盤づくりにあるといってよいだろう。環境保
全の名の下に開発がすすめられようとしているのである。沿岸域の開発に際
しては，市民の参加を保証し，環境を総合的に捉えた上で環境保全・再生と
市民的空間利用とを強める施策を長期的観点にたった計画の下で実施してい
く必要があるように思われる。
（付記）
執筆に際しては，中部の環境を考える会，伊勢湾研究会での議論や資料を
利用させていただいた。厚くお礼申し上げます。
32)東三河開発懇話会「あすの三河湾を造る・三河湾開発保全研究会報告書J1991年
3月， 150ペー ジ。
33)前掲書， 151ページ6
